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1D08             研究成果の類型化による「社会実装」の道筋   

 

   ○茅明子,奥和田久美（科学技術振興機構・社会技術研究開発センター） 

 

1. はじめに 

（独）科学技術振興機構・社会技術研究開発センタ

ー（RISTEX）は 2001 年に設立され、科学技術を通

じたイノベーションで社会が抱える問題の解決を

目指すことを目標に、今日まで 14 の領域とプログ

ラムを企画し、180を越える研究開発プロジェクト

を推進してきている。現在、RISTEXは支援する各プ

ロジェクトに対して、研究開発の「成果」として、

研究者が積極的に様々なステークホルダーと協働

し成果を生み出す「社会実装」を強く求めている。

社会実装の必要性については異議は出ないものの、

「社会実装」のイメージをめぐっては、研究者側に

も支援側にも人によって認識のバラツキが見られ

る。ここでは、近年終了した2つ研究開発領域のそ

れぞれの研究開発プロジェクトの研究開発実施報

告書の記述から、「アウトカム」を生み出す「アウ

トプット」を、「生産物」と「研究開発段階」の視

点で分解し、今回新たに開発した評価（アセスメン

ト）軸をもとにできるだけ客観的に成果の類型化を

試み、「社会実装」への道筋を考察する。 

 

2.  研究開発成果の分析方法 

2.1  本分析におけるアウトプット・アウトカムの

定義 

本分析においては、アウトプットとは「意図した

結果をもたらす活動のレベル」、アウトカムとは「意

図した結果」［1］と定義することとする。 

 

2.2  分析プロセス 

分析対象として、「社会実装」を強く志向し近年

終了したばかりの「犯罪からの子どもの安全（以下

「子どもの安全」と略す、平成19年度～24年度実

施、全13プロジェクト）」［2］および「地域に根

ざした脱温暖化・環境共生社会（以下「環境共生」

と略す、平成20年度～25年度実施、全16プロジェ

クト）」［3］の2つの領域における全29プロジェ

クトについて、以下の手順に従い分析を行った。 

① 各プロジェクトの研究開発実施報告書の実

施項目より「アウトプット」を抽出 

② 主たるアウトプットを「生産物」とプロジェ

クト終了時の「研究開発段階」の視点で分解 

③ 報告書の研究結果・成果の部分より「アウト

カム」を抽出 

④ それぞれの「生産物」と「研究開発段階」を

図1～3の基準で判断 

⑤ 各項目の関係図を作成 

⑥ 分析結果を各領域の支援担当者にヒアリン

グを実施し、内容を検証 

 

図1：プロジェクト終了時の研究開発段階 

 

 

図2：生産物の分類Ⅰ（開発手法に関して） 

 

図3：生産物の分類 Ⅱ（汎用性に関して） 

 

2.3  本分析における社会実装の定義 

本分析においては、研究開発段階（図1）のうち、

f:部分的定着とg:波及の2つの段階を合わせて「社

会実装」のフェーズと定義することとする。 

 

3.  分析結果 
3.1  成果の研究開発段階 

 成果の段階の分析結果を図4および5に示す。図

4で示されているように、2領域全体でf：部分的定

着とg：波及の社会実装のフェーズに達しているプ

6. 今後の課題  

まず、PESTI が実施した対話型活動で実際にこれ
までにエンゲージできているのは、科学・技術への

高関与層が殆どであるという課題が挙げられる。

PESTIの中心的な目標の 1つが「多様な国民」に対
してパブリックエンゲージメント活動を行うことで

あり、そのために科学・技術への関与度によるセグ

メンテーションの手法等を開発してきてはいるが、

実際に行うことのできた対話型活動への参加者をみ

てみると、常に高関与層が大多数を占めている。こ

の課題に関しては、2014年度以降の活動で低関与層
に対してリーチすることのできる対話型活動の開

発・実施に対して重点的に取り組むことで解決を目

指す。 
	 PESTI のパブリックエンゲージメントモデルを構
築する上では、政策形成におけるアジェンダや政策

課題のフレーミングのされ方が必ずしも国民の関心

や問題意識と合致しないという点も、対策を講じる

必要のある重要な課題である。この課題は、実務家

のアジェンダや政策課題のフレーミングに合致した

やり方でパブリックエンゲージメント活動を行わな

ければ成果が政策に反映される可能性が低くなって

しまうことを考慮すると、PESTI のように現実の政
策形成過程に国民のニーズ・意見を反映させること

を目指した高度に実践的な取り組みをその研究・開

発活動の根幹に据えているプロジェクトにとっては

解決困難な課題である。しかし、パブリックエンゲ

ージメントや対話型の科学コミュニケーションは、

とにかく現実の政策形成過程に国民の意見を反映さ

せさえすればいいというものではない。実務家や政

策形成の視点からの政策課題の既存のフレーミング

に国民の問題意識が合わなかったとしても、そのよ

うな国民のニーズや意見を政策過程に届けることの

意義を実務家がどのように見いだし得るかについて、

更なる探索が必要である。 
 
7. 「成果の実装」を考え直す  

	 PESTI の研究開発成果は、政策現場にどのように
実装された／されると言えるだろうか。実装された

ものをもって「成果」とするのであれば、まず「実

装」の点から検証しなければならない。「夢ビジョン

2020」の策定は、どの程度の割合で政策に寄与した
かについて実証的なエビデンスを提示することは難

しいものの、確かに PESTI の成果の一つといえる。
しかし単発的な成果を出すだけでは「実装」として

十分ではない。RISTEX の各プロジェクトでは、助
成期間終了後も持続的に成果を社会に適用させるよ

う、成果を創出する仕組みのプロトタイプを作成し、

その普及・定着を図らなければならない。 
	 PESTI では、対話型パブコメを用いて国民のニー
ズ・意見を地方自治体の政策形成過程に反映させ、

その仕組みを普及・定着させるための活動を行って

いるが、PESTI が「科学技術イノベーション政策に
おける『政策のための科学』推進事業」（SciREX）
の 1つのプロジェクトであり、科学技術イノベーシ
ョンという特定の地域に限定しえない政策を扱い、

文部科学省を主たるクライアントとしている以上、

国の科学技術イノベーション政策への実装を目指す

ことが本意である。公募型研究開発プログラム

（RISTEX）や基盤的研究・人材育成拠点では、毎年
の合宿を通じてプログラムや事業全体の実装に向け

ての議論を行い、また、政策研究大学院大学（GRIPS）
では科学技術イノベーション政策研究センターを立

ち上げるなど、SciREXとして成果の実装に取り組む
一方、RISTEX 各プロジェクトの「成果」との切り
分けや連携が課題として残されている。PESTI とし
ては、対話型パブコメのローカルな普及を図りつつ、

夢ビジョン 2020 や政策デザインワークショップの
ような自発的なプロジェクト・実務家連携活動を展

開しながら、新たな形の実装に取り組んでいきたい。 
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図9：「環境共生」領域 －生産物の分類ⅠおよびⅡ

のクロス集計－ 

 
3.4  研究開発段階と生産物の開発手法 

研究開発段階と生産物の分類Ⅰ（開発手法）（図

１および2）のクロス集計を、領域ごとに図10およ

び11に示す。2領域に共通して、a：準備段階に留

まっているプロジェクトはなく、また、全体的な傾

向として、開発手法と研究開発の進捗には相関がみ

られない。また、g：波及まで至った生産物は、ど

ちらの領域でもc：既存の方法論の組み合わせ・改

善によっていた。 

 

 

図10：「子どもの安全」領域 －研究開発段階と生

産物分類Ⅰのクロス集計－ 

 

 

図11：「環境共生」領域 －研究開発段階と生産物

分類Ⅰのクロス集計－ 

 

図10と11はかなり違って見えるが、図5に相当

する研究開発段階の違いが両者を特徴づけており、

「子どもの安全」領域の研究開発段階は、c：実験

室デモ段階以外の段階に満遍なく分布しているの

に対し、「環境共生」領域では、b：実験室デモとe：

社会実験以降に２極化し、c：概念・モデル・技術

などの提示とe：単発実験に留まるプロジェクトは

みられない。 

 

3.5  研究開発段階と生産物の汎用性 

研究開発段階と生産物の分類Ⅱ（汎用性）（図１

および 3）のクロス集計を領域ごとに図 12 および

13に示す。「子どもの安全」領域では、f：汎用シス

テムを構築しているプロジェクトが明らかに多い

が、「環境共生」領域では、e：局所解を提示してい

るプロジェクトのほうが多いという際立った違い

がみられる。ただし、g：波及まで至っているプロ

ジェクトは、どちらの領域でもf：汎用システムを

構築している。 

 
図12：「子どもの安全」領域 －研究開発段階と生

産物分類Ⅱ（汎用性）のクロス集計－ 

 

 

図13：「環境共生」領域 －研究開発段階と生産物

分類Ⅱ（汎用性）のクロス集計 － 

 

4.  考察 

 
社会実装の概念の浸透 

 
 

ロジェクトの合計が 12 プロジェクトと全体の約 4

割を占めており、中でも実験をした地域以外でも広

がりをみせているg：波及フェーズにあるプロジェ

クトは全体の約1割（3プロジェクト）を占めてい

る。さらに、RISTEXが当初より各プロジェクトに要

求しているプロトタイプの提示（e:社会実験）のフ

ェーズに達しているプロジェクトは、全体の6割を

超える。一方で、a：準備段階、c：実験室デモに留

まっているプロジェクトは見受けられなかった。 

 また領域ごとの分析では、「子どもの安全」領域

では3割を占めたd：単発実験が、「環境共生」領域

では 0％であり、逆に「環境共生」領域では b：概

念・モデル・技術などの提示のフェーズにあるプロ

ジェクトが約 3 割を占めている一方、「子どもの安

全」領域では1割未満であった（図5）。 

 

 

 

 

 

 

図4：プロジェクト終了時の研究開発段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図5： 2領域間の比較（研究開発段階） 

 

 

3.2  生産物の開発手法 

 生産物の開発手法の分析結果を図6および7に示

す。まず、a：観察・分析に留まるプロジェクトは、

この2領域には見受けられなかった。また、2領域

全体で、生産物の7割が既存の方法論を用いて構成

され、しかもc:既存の方法論の改善・組み合わせで

構成された生産物が多い。一方、d：新方法論の開

発によって構成された生産物は約3割であった。こ

れらの割合に領域間の違いは見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

図6：生産物の開発手法 

 

 

 

図7： 2領域間の比較（生産物の開発手法） 

  

 

3.3  生産物の開発手法と汎用性 
生産物の分類ⅠおよびⅡ（図2および3）のクロ

ス集計を、領域ごとに図 8 および 9 に示す。「子ど

もの安全」領域では f：汎用システムに達している

生産物が多いのに対し、「環境共生」領域では、e：
局所解の提示という生産物が多い。このように汎用

性については際立った違いがみられるが、e および

ｆの多いほうにおいて、c:既存の方法論の改善・組

み合わせで構成された生産物が際立って多い、とい

う傾向が共通している。 
 

 

 
図8：「子どもの安全」領域 －生産物の分類Ⅰおよ

びⅡのクロス集計－ 
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構成された生産物が多い。一方、d：新方法論の開

発によって構成された生産物は約3割であった。こ

れらの割合に領域間の違いは見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

図6：生産物の開発手法 

 

 

 

図7： 2領域間の比較（生産物の開発手法） 

  

 

3.3  生産物の開発手法と汎用性 
生産物の分類ⅠおよびⅡ（図2および3）のクロ

ス集計を、領域ごとに図 8 および 9 に示す。「子ど

もの安全」領域では f：汎用システムに達している

生産物が多いのに対し、「環境共生」領域では、e：
局所解の提示という生産物が多い。このように汎用

性については際立った違いがみられるが、e および

ｆの多いほうにおいて、c:既存の方法論の改善・組

み合わせで構成された生産物が際立って多い、とい

う傾向が共通している。 
 

 

 
図8：「子どもの安全」領域 －生産物の分類Ⅰおよ

びⅡのクロス集計－ 
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触媒作用によるブレイクスルー型イノベーションの創出 

 

 
○城村麻理子、鈴木浩（日本経済大学大学院） 

 

 

 
１．はじめに 

ビジネスや技術研究において、社会的な意義のある新しい価値を創造し、また、新しい変革をもたらすために

イノベーションは不可欠である。その中でも、ある課題の表面的な事象にとらわれるのではなく、本質的な課題を

打ち破るような革新的な解決策をもたらすブレイクスルー型イノベーションが必要である。 

しかしながら、我が国において、このようなイノベーションが起こりづらく、その阻害要因になっているのは固定

された次元の中で技術的な革新を考えていたからである。研究成果を固定的な次元で適用することを考えてい

たため、継続的なブレイクスルーを生み出すことができずにきた。 

そこで、触媒作用が次元を変える効果と捉え、触媒作用によるイノベーションの創出への可能性を考えた。例

えば、スマートグリッド、クラウド等は従来とは異なる次元で新たなビジネスモデルが生まれている。触媒作用によ

って新しい次元を生み出すようなイノベーション創出の方法論について論じる。 

 

２．先行研究 

イノベーションと触媒作用について述べている２つの先行研究を取り上げる。 

 

２．１ 自己組織化における触媒作用 

Clippinger の研究は自己組織化における自己触媒に関する研究である（Clippinger、［1991］）。自

己組織化とは、一見複雑で無秩序な系において自律的に形成される秩序立ったパターンのことで、い

ずれも外部からの意図的な制御なしに、基本的な物理法則に則って時間的・空間的秩序が形成され維

持される。彼の定義によれば、自己組織化の実現の条件は、分解と合成の並存、自己触媒、多数の小

組織、非線形である。組織の複雑さがその環境と相互作用することの変更に耐えられる時に、現れる

組織（触媒ネットワーク）は変化の連続であり自然発生的なものである。 

 
２．２ 根本的エンジニアリングにおける触媒作用 

鈴木ら（鈴木他、［2012］）が提唱する、根本的エン

ジニアリングではイノベーションを創出するプロセ

スを Mining、Exploring、Converging、Implementing
の 4 つの連続するプロセスと考え、これらのプロセス

全 体 を MECI と 呼 ぶ 。 イ ノ ベ ー シ ョ ン が

Implementing で完結するのではなく、新たなイノベ

ーションを創出するために次の Mining プロセスにつ

ながると考える。 
小松はイノベーション創出のために必要な MECI

サイクルを回す場を三つ挙げている（小松、［2013］）。
場には、①場所、制度、ルールを与える「触媒作用の

場」、例えば専用会議室、自由な発想を支援する職場

風土、企業が立脚する地域環境、法規制、産官学の多

様な連携等、②メンバーが物理的に近く集まり、日常的に情報的相互作用が密に行われ一体感が醸成

される「組織の場」、例えばプロジェクトチーム、ベンチャー企業、大企業における事業部等、③物

理的に離れて存在するメンバーが情報交換を行う「ネットワークの場」、例えば学会、ブログ等、と

いう三つの態様が存在するという。 

これらは触媒作用がイノベーションにとって必要であると述べているが、触媒作用そのものについ

図 1 根本的エンジニアリングの概念 

 
 

これまでのRISTEXでは、採択したプロジェクトに

対して、到達段階として、今回の類型化でいうとこ

ろのe：社会実験のフェーズ、概念・モデル・技術

などのプロトタイプの提示を目標にするよう求め

てきた。これは、各プロジェクトが問題解決に貢献

する新たなシステム・提言を示せたとしても、社会

実装までに例えば法改正が必要となるといった事

情があり、3年から5年間という限られた研究開発

期間で、社会の中で成果を浸透させるまでに至るこ

とは実質的に難しい、という判断によるものであっ

た［4］。したがって、実装支援プロジェクトを別途

設け、それらのプロトタイプを後継の研究開発フェ

ーズで実社会に実装することを推奨してきた。 

しかしながら、今回行なった至近の2領域の類型

化によれば、研究開発終了時に社会実装のフェーズ

に達しているプロジェクトが全体の約 4 割に及び、

さらに実験をした地域以外でも広がりをみせてい

るプロジェクトが全体の約1割を占めていることが

判明した。このことは、RISTEXで試行錯誤を重ねな

がらも社会実装を推し進めた結果、社会実装におい

て当初の想定以上の実績をあげていると言えるの

ではないだろうか。 

そもそも「社会実装」という言葉は、RISTEXの「社

会技術」の概念の議論から生まれた言葉であると言

われている。しかし今や、内閣府の戦略的イノベー

ション創造プログラム（SIP）の成果目標として「社

会実装」が明文化されるようになっており、この概

念は他の事業にも波及している。「社会実装」は浸

透しつつあると考えられるだろう。 

 

社会実装と生産物の開発手法との関係 

 今回分析した2領域共通の傾向として、生産物の

方法論と研究開発段階の進捗に際立った相関はみ

られない。したがって、研究開発が進捗するかどう

かは、各プロジェクトの能力や体制、あるいは支援

側のマネジメントやフォロー体制など、別の要因に

拠っていると推測される。また、方法論を見ていく

と、新しい方法論で構成された生産物が全体の3割

を占め、社会実装の段階にまで進んだプロジェクト

もあった。つまり、問題解決に有効であり、社会に

受け入れられるシステム構築に対し、新規性は必須

でないが、一方で新規性が高いからといって社会に

実装されにくいというわけではないといえる。 

社会実装と生産物の汎用性の関係 

 研究成果が実験をした地域以外でも広がりをみ

せる「波及」というフェーズに至ったプロジェクト

の生産物は、すべて汎用的になりうるシステムを構

築していた。「子どもの安全」領域では、子どもに

対しての司法面接法導入を検討したプロジェクト

は、その手法をプログラムパッケージへと昇華させ

ていた。「環境共生」領域では、自伐林業を普及さ

せるために展開モデルを開発したプロジェクトや、

現場で持続可能な社会のロードマップを構築し、そ

の作成手法をマニュアル化したプロジェクトがあ

った。 

 しかしながら、汎用化については研究対象によっ

ては困難な場合がありうる。今回は相対的に「環境

共生」領域の生産物は汎用化されていない傾向が見

られたが、地域の特色を生かすことに重きを置くプ

ロジェクトもあり、汎用性に関しては他の領域との

比較も含めてさらに議論を深める必要がある。 

 

5.  まとめ 

 本稿では RISTEX が実施した「子どもの安全」と

「環境共生」領域の２つの研究開発プロジェクトを

対象とし、研究開発段階と生産物の類型化を試みた。

その結果、支援者側が想定した以上に「社会実装」

の意識は進展しており、プロジェクト終了時に約4

割ものプロジェクトが「社会実装」のフェーズに到

達していたことが明らかになった。ここから研究開

発プロジェクトに対し、どこまでを成果として求め

うるか、問い直せる可能性が導き出されたと言えよ

う。 
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